
ＨＰ掲載　令和４年（2022年）4月1日～令和５年（2023年）3月31日まで　　　（単位：円）
令和3年(2021年)度 令和4年(2022年)度 摘　要

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
（１）経常収益

4,987,000 6,932,000
　　　入会金 0 0
　　　年会費 4,987,000 6,932,000
　　②主催大会参加料 129,000 3,168,000
　　　第27回ｼﾞｬﾊﾟﾝｵｰﾌﾟﾝ 0 1,176,000
　　　第22回東日本選手権 0 548,000
　　　第22回西日本選手権 0 0
　　　第37回日本選手権 0 1,152,000
　　　日本ジュニア選手権 0 22,000
　　　日本シングルス選手権 0 146,000
　　　日本ティール選手権 105,000 104,000
　　　東日本ベテラン大会 0 0

0 0
24,000 20,000

　　③講習料等 7,197,612 6,216,572
　　　普及受講料 8,000 0
　　　規則等の頒布 2,793,612 1,727,572
　　　検定料 187,000 277,000
　　　認定登録料

上級指導員 80,000 80,000
中級指導員 417,000 396,000
初級指導員 853,000 813,000
Ａ級審判員 135,000 135,000
Ｂ級審判員 846,000 825,000
Ｃ級審判員 1,878,000 1,963,000

　　④強化訓練等参加料 0 1,656,000
　　　強化選手選考会 0 286,000
　　　強化合宿参加料 0 650,000
　　　海外派遣参加料 0 720,000
    ⑤その他収入 2,668,000 8,126,753
　　　助成金（日本選手権） 0 1,973,000 日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ

　　　助成金（強化） 0 2,000,000 日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ

　　　助成金（ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ、機関紙・指導員手帳） 916,000 1,866,000 日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ

　　　助成金（ｽﾎﾟｰﾙﾌﾞｰﾙ） 0 608,253 業務ｽｰﾊﾟｰｼﾞｬﾊﾟﾝﾄﾞﾘｰﾑ財団

　　　協賛金広告料 120,000 179,500 協賛会社

　　　協賛金 1,600,000 500,000 特別協賛会社・日本ﾚｸ協

　　　補助金（事業復活支援金） 0 1,000,000 中小企業庁

　　　寄附金 32,000 0
14,981,612 26,099,325

（２）経常費用
　①事業費支出 4,719,454 19,451,731
　　　イ）競技会運営事業 347,050 7,114,896
　　　第27回ｼﾞｬﾊﾟﾝｵｰﾌﾟﾝ 0 2,403,524
　　　第22回東日本選手権 0 663,683
　　　第22回西日本選手権 0 0
　　　第37回日本選手権 0 3,381,196
　　　日本シングルス選手権 0 134,470
　　　日本ティール選手権 220,050 125,391
　　　東日本ベテラン大会 0 0

0 0
87,000 126,632

　　　ブロック大会 40,000 280,000

　　正　味　財　産　増　減　計　算　書　
　　　　　　　　公益社団法人　日本ペタンク・ブール連盟

科目

　　①会費収入

　　　西日本ベテラン大会
　　　日本学生選手権

経常収益計

　　　西日本ベテラン大会
　　　日本学生選手権



　　　ロ）普及促進事業 3,995,274 4,975,865
講習会・中央研修 0 137,811
ブロック普及（含ﾃｨｰﾙ記録） 860,970 853,559
特任指導員講習会 296,559 257,950
ブロックベテラン大会 40,000 200,000
ジュニア支援育成 140,000 120,000
会員増奨励金 229,500 178,500
規則等作成 1,768,740 1,164,555
機関誌・指導員手帳作成 659,505 2,063,490

　　　ハ）競技力向上事業 200,000 7,072,174
選手強化選考会 0 1,265,296
強化合宿 50,000 2,826,831
海外派遣 150,000 2,980,047

　　　ニ）事業共通 177,130 288,796
傷害保険費 177,130 288,796

　②管理費支出 12,585,282 12,590,866
人件費 5,096,800 5,134,552
法定福利費 12,249 444,519
通勤手当 421,617 321,440
旅費交通費 432,346 849,648
家賃　 2,059,200 2,059,200
リース料 159,516 145,200
通信運搬費 889,581 727,772
印刷費 144,760 84,700
光熱水料費 73,177 99,398
会議費 9,351 34,865
消耗品費 1,013,674 355,584
渉外費 18,810 9,560
火災保険費 5,880 5,880
支払手数料 89,565 127,560
法務関係費用 660,000 737,000
会計士顧問料 440,000 440,000
加盟団体会費 895,404 879,838
県体協加盟支援 60,000 120,000
租税公課（含む消費税） 5,150 14,150
減価償却費 60,120 0
雑費 38,082 0

17,304,736 32,042,597
△ 2,323,124 △ 5,943,272

　２．経常外増減の部
（１）経常外収益  

雑収入、受取利息 29 524
29 524

（２）経常外費用 0 4,116

0 4,116
29 △ 3,592

△ 2,323,095 △ 5,946,864
13,223,908 10,900,813
10,900,813 4,953,949

Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　補助金収入増加額 0 0
　　　補助金収入減少額 0 0

0 0
0 0
0 0

10,900,813 4,953,949

当期経常増減額
経常費用計

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

経常外収益計

経常外費用計
当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高



ＨＰ掲載
備考

１．流動資産
9,025,597

　貯蔵品 933,484
　前渡金 410,316
　未収入金 2,770,000

13,139,397

２．固定資産
（１）基本財産

0
（２）特定資産

0
（３）その他固定資産
　　差入保証金 378,000

378,000
378,000

13,517,397

　未払金 74,056
　預り金 51,392
　仮受金 2,000
　前受金 8,436,000

8,563,448

0

8,563,448

１．指定正味財産           0
　（うち基本財産への充当額） (　      0)
　（うち特定資産への充当額） (        0)
２．一般正味財産 4,953,949
　（うち基本財産への充当額） (　      0)
　（うち特定資産への充当額） (4,953,949)

4,953,949

13,517,397

　　　　　　貸　借　対　照　表　　　　　　
公益社団法人日本ペタンク・ブール連盟

令和5年（2023年）3月31日現在
(単位：円)

科目 金額
Ⅰ　資産の部

  現金預金

流動資産合計

基本財産合計

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

流動負債合計

特定資産合計

その他固定資産合計
固定資産合計

資産合計

Ⅲ　正味財産の部

正味財産合計

負債・正味財産合計

２．固定負債
固定負債合計

負債合計



ＨＰ掲載
備考

１．流動資産
249,291 運転資金
465,298 運転資金

  普通預金：みずほ銀行 539,560 運転資金
　普通預金：城南信用金庫 147,266 運転資金
　通常貯金：ゆうちょ銀行 7,624,182 9,025,597 運転資金
　貯蔵品 933,484 手引、ハンドブック他
　前渡金 410,316 傷害保険料
　未収入金 2,770,000 補助金

13,139,397

２．固定資産
（１）基本財産

0
（２）特定資産

0
（３）その他固定資産

　差入保証金 378,000 事務所保証金
378,000
378,000

13,517,397

　未払金
　　講習会 20,000
　　社会保険料 54,056 74,056
　預り金
　　源泉所得税 45,688
　　雇用保険料 5,704 51,392
　仮受金 2,000 一時仮受け
　前受金
　　年会費等 7,544,000
　　参加料 812,000
　　協賛広告 80,000 8,436,000

8,563,448

２．固定負債
0

8,563,448

4,953,949

Ⅰ　資産の部

　普通預金：三菱UFJ銀行
　普通預金：りそな銀行

　　　　　財　産　目　録　　　　　
公益社団法人日本ペタンク･ブール連盟

令和5年（2023年）3月31日現在
(単位：円)

科目 金額

流動資産合計

基本財産合計

特定資産合計

その他固定資産合計
固定資産合計

資産合計

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

流動負債合計

固定負債合計

負債合計

　正味財産



　　当連盟は、「公益法人会計基準」（平成20年4月11日、平成21年10月16日改正、
　内閣府公益認定等委員会）を採用しております。

　1　重要な会計方針
　（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　最終仕入原価法に基づく原価法によっております。

　2　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次の通りです。

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産 0 0 0 0
　　小計 0 0 0 0
特定資産
　積立資産 7,000,000 0 7,000,000 0
　　小計 7,000,000 0 7,000,000 0
　　合計 7,000,000 0 7,000,000 0

　公益法人は、その公益目的事業を行うに当たり、その公益目的事業の実施に要する適正な
費用を賄う額を超えて収入を得てはならないとされています。
　これを「収支相償」といいますが、単年度で黒字を出してはならないということではなく
中長期的に収支が均衡することが確認されれば、収支相償を満たすものとされます。

　収支相償を満たさなかった事業年度の利益は、将来の特定の活動のために支出する費用
を確保する目的で積立金として計上することが認められており、当法人では過去事業年度
の利益に見合う資金を、以下の仕訳を行い、積み立てておりました。
　　　積立資産　7,000,000　／　普通預金　7,000,000

　当事業年度は多額の赤字が発生したため、以下の仕訳（計上時の逆仕訳）を行い、積立
資産全額を取り崩しました。
　　　普通預金　7,000,000　／　積立資産　7,000,000

　　個　別　注　記　表　　
公益社団法人　日本ペタンク・ブール連盟

令和4年（2022年）4月1日～令和5年（2023年）3月31日



　1　基本財産及び特定資産の明細

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

0 0

基本財産計 0 0 0 0

積立資産 7,000,000 0 7,000,000 0

特定資産計 7,000,000 0 7,000,000 0

　公益法人は、その公益目的事業を行うに当たり、その公益目的事業の実施に要する適正な
費用を賄う額を超えて収入を得てはならないとされています。
　これを「収支相償」といいますが、単年度で黒字を出してはならないということではなく
中長期的に収支が均衡することが確認されれば、収支相償を満たすものとされます。

　収支相償を満たさなかった事業年度の利益は、将来の特定の活動のために支出する費用
を確保する目的で積立金として計上することが認められており、当法人では過去事業年度
の利益に見合う資金を、以下の仕訳を行い、積み立てておりました。
　　　積立資産　7,000,000　／　普通預金　7,000,000

　当事業年度は多額の赤字が発生したため、以下の仕訳（計上時の逆仕訳）を行い、積立
資産全額を取り崩しました。
　　　普通預金　7,000,000　／　積立資産　7,000,000

　　附　属　明　細　書　　
公益社団法人　日本ペタンク・ブール連盟

令和4年（2022年）4月1日～令和5年（2023年）3月31日

基本財産

特定資産


